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建設業における労働災害防止に向けた取組強化について 

（要請）  
 
 
 

日頃より労働行政の運営に御理解と御協力をいただき感謝申し上げます。 

さて、建設業における令和７年の休業４日以上の死傷者数は、当署管内におき

まして 140 人と前年比で７人の減少となり、３年続けての減少となりました。 

しかしながら、死亡災害は令和７年に２件発生しており、今年に入り、県内の

建設現場で交通誘導の警備員がトラックに追突され死亡する災害が２件（いず

れも当署管内の警備会社）発生するなど、県内において交通災害が多発している

状況です。 

また、昨年は立坑内で内燃機関を使用し、一酸化炭素中毒により死亡する災害

が発生するなど工業中毒による労働災害が全国的に多発しました。 

特に昨年夏季に建設業における重篤な災害が多発しており、その原因をみる

と、暑熱環境によるもののほか、熱中症対策のため、作業時間の確保が難しく、

作業手順の短縮や省略行動、単独での作業などの不安全行動が労働災害の発生

要因となるケースが多くみられました。 

令和７年 5 月 14 日付けで公布された改正労働安全衛生法により、建設現場等

で働く個人事業主のほか、警備員や資材運搬者などの作業従事者による労働災

害の防止を図るため、元方事業者等に必要な措置を講ずることが義務づけられ

ました。 

つきましては、改正労働安全衛生法に基づく措置も含め、建設現場で作業に従

事するすべての者が、安全かつ健康に作業に従事できるよう、下記事項について

労働災害防止に向けた取組を強化いただきますとともに、会員事業場に対し、周

知いただきたく要請いたします。 

 

 

 



記 

１ トラック等による資材の運搬、事業場や自宅から建設現場への往復などに

おける交通災害を防止するため、時間に余裕をもった運行に配慮するととも

に、運転者に対し道路交通法関係法令の規定を順守させ、危険予知を行うな

ど必要な教育を行わせること。 

 

２ 工事現場における交通誘導警備においては、交通規制（特に規制線を設置及

び撤去する作業）、工事用機械や工事用車両の運行経路、作業半径・旋回範囲

内や吊り荷の下に立ち入らないよう、建設現場と警備会社と連絡調整を徹底

し、安全な警備計画を作成すること。 

 

３ 硫化水素中毒や酸欠、一酸化炭素中毒などの工業中毒を防止するため、事前

調査に基づく作業計画の作成、適切な測定・換気の実施、作業主任者の選任な

ど酸素欠乏症等防止規則に基づく措置のほか、自然換気が不十分な場所での

内燃機関の使用禁止の徹底を図ること。 

 

４ 令和７年６月１日から施行された「早期発見のための体制整備」、「重篤化を

防止するための措置の実施手順の作成」、「関係作業者への周知」について徹

底を図るとともに、「STOP！熱中症 クールワークキャンペーン」等の取組

を実施し、夏季における熱中症予防対策の徹底を図ること。 

また、警備会社との事前協議により、警備員の休憩時間の確保、休憩施設や

水分・塩分補給のための設備等などの利用など、警備業務に従事する警備員に

対する配慮を行うこと。 

なお、警備会社から熱中症対策の強化の観点から必要な資機材の確保や交

代要員も含めた人員の確保に必要な経費について申し出があった場合は、誠

実に協議するとともに、必要に応じ、発注者と協議の上、必要な経費の確保に

努めること。 

 

５ 熱中症対策のため、作業時間の確保が難しく、作業手順の短縮や省略行動、 

単独での作業などの不安全行動が労働災害の発生要因となるため、現場巡視

等の強化により、作業手順書等の遵守状況、不安全行動の有無等について確

認するとともに、必要な指導等を行うこと。 

 

以上 

 

 


